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議第１号 

平成３１年度各務原市一般会計予算 

 

平成３１年度各務原市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ48,880,000千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳

出予算」による。 

 （債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務

を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債

務負担行為」による。 

 （地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことのできる地方債

の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地

方債」による。 

（一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入の最

高額は 500,000千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の

金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）各項に計上した給料、職員手当等及び共済費（賃金に係る共済費を除

く。）に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれら

の経費の各項の間の流用。 

 

    平成３１年２月２５日提出 

 

                                                                

各務原市長    浅 野  健 司 



第１表　歳入歳出予算

     歳        入 (単位：千円)

金    額

1 市税  ２１，３９１，６４３

1 市民税  ９，３６８，６８１

2 固定資産税  ９，４９９，７４９

3 軽自動車税  ３２２，０７５

4 市たばこ税  ６５０，０００

6 入湯税  １，２００

7 都市計画税  １，５４９，９３８

2 地方譲与税  ４０６，０９０

1 地方揮発油譲与税  １１０，０００

2 自動車重量譲与税  ２９０，０００

4 森林環境譲与税  ６，０９０

3 利子割交付金  ４７，０００

1 利子割交付金  ４７，０００

4 配当割交付金  ６２，０００

1 配当割交付金  ６２，０００

5 株式等譲渡所得割交付金  ４９，０００

1 株式等譲渡所得割交付金  ４９，０００

6 地方消費税交付金  ２，５００，０００

1 地方消費税交付金  ２，５００，０００

7 ゴルフ場利用税交付金  ２０，０００

1 ゴルフ場利用税交付金  ２０，０００

8 自動車取得税交付金  ７１，０００

1 自動車取得税交付金  ７１，０００

款 項
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(単位：千円)

金    額

9 環境性能割交付金  ２５，０００

1 環境性能割交付金  ２５，０００

10 国有提供施設等所在市町村  ３９０，０００

助成交付金

1 国有提供施設等所在市町村  ３９０，０００

助成交付金

11 地方特例交付金  １７４，５２１

1 地方特例交付金  １２８，０００

2 子ども・子育て支援臨時交  ４６，５２１

付金

12 地方交付税  ２，３５０，０００

1 地方交付税  ２，３５０，０００

13 交通安全対策特別交付金  １８，０００

1 交通安全対策特別交付金  １８，０００

14 分担金及び負担金  ４３４，４０６

2 負担金  ４３４，４０６

15 使用料及び手数料  ４９９，７５９

1 使用料  ３２３，３９６

2 手数料  １７６，３６３

16 国庫支出金  ８，０５７，６２８

1 国庫負担金  ５，４３７，４８２

2 国庫補助金  ２，５３１，３５８

3 委託金  ８８，７８８
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(単位：千円)

金    額

17 県支出金  ３，４２４，６３２

1 県負担金  ２，１０９，０２２

2 県補助金  １，０００，６１４

3 委託金  ３１４，９９６

18 財産収入  １７９，０６８

1 財産運用収入  １６９，０６８

2 財産売払収入  １０，０００

19 寄附金  ４２０，０００

1 寄附金  ４２０，０００

20 繰入金  ２，８１２，１３９

1 基金繰入金  ２，８１２，１３９

21 繰越金  ８５０，０００

1 繰越金  ８５０，０００

22 諸収入  １，３６６，０１４

1 延滞金・加算金及び過料  ２０，００１

2 市預金利子  ３８８

3 貸付金元利収入  ４４０，０００

4 受託事業収入  ２，０２６

6 雑入  ９０３，５９９

23 市債  ３，３３２，１００

1 市債  ３，３３２，１００

 ４８，８８０，０００

款 項

歳　　入　　合　　計
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     歳        出 (単位：千円)

金    額

1 議会費  ３６１，２４９

1 議会費  ３６１，２４９

2 総務費  ４，３８２，４０１

1 総務管理費  ３，３７０，８７３

2 徴税費  ６２６，７２１

3 戸籍住民基本台帳費  ２２１，８２１

4 選挙費  ９４，５７６

5 統計調査費  ３８，７１８

6 監査委員費  ２９，６９２

3 民生費  １５，０６１，５２６

1 社会福祉費  ６，２３８，４５１

2 高齢福祉費  ４２５，０５７

3 児童福祉費  ６，８４２，９２２

4 生活保護費  １，５０８，９５２

5 国民年金費  ３７，８４４

6 災害救助費  ８，３００

4 衛生費  ５，１３７，４３２

1 保健衛生費  １，２８４，４３５

2 環境費  ３，８５２，９９７

5 労働費  ３３０，４６２

1 労働諸費  ３３０，４６２

6 農林水産業費  ４３３，５９９

1 農業費  １３５，６１８

款 項
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(単位：千円)

金    額

2 畜産業費  ３４，５５５

3 農地費  ２３０，６５２

4 林業費  ３２，７７４

7 商工費  １，６３２，３５０

1 商工費  １，６３２，３５０

8 土木費  ４，２４７，５７４

1 土木管理費  ３３７，７３０

2 道路橋梁費  １，７５０，６００

3 河川費  １８４，５７２

4 都市計画費  １，２３９，１３０

5 住宅費  ７３５，５４２

9 消防費  ２，０５１，４７８

1 消防費  ２，０５１，４７８

10 教育費  ５，５８４，４４９

1 教育総務費  ８２７，２１８

2 小学校費  ７６３，１３４

3 中学校費  ５５９，３９２

4 特殊学校費  ２３，１４６

5 幼稚園費  ８９８，４９２

6 社会教育費  １，１８７，８８５

7 保健体育費  １，３２５，１８２

12 公債費  ４，３３９，９０５

1 公債費  ４，３３９，９０５

款 項
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(単位：千円)

金    額

13 諸支出金  ５，２６７，５７５

2 繰出金  ５，１３５，９２２

3 基金費  １３１，６５３

14 予備費  ５０，０００

1 予備費  ５０，０００

 ４８，８８０，０００歳　　出　　合　　計
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款 項
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第２表　債務負担行為

（単位：千円）

事 項 期 間 限 度 額

平成３１年度から
平成３２年度まで

４３５,６７２

会 議 録 等 作 成 業 務 委 託 事 業
平成３１年度から
平成３２年度まで

５１９

１,２７６,０００
平成３１年度から
平成３７年度まで

２,１３１

２,７６６

道 路 維 持 補 修 事 業
平成３１年度から
平成３２年度まで

８０,０００

基 幹 系 業 務 第 ４ 期 最 適 化 事 業

農 業 企 業 化 資 金 利 子 補 給 補 助 金
（ 平 成 ３ １ 年 度 貸 付 予 定 分 ）

平成３１年度から
平成３６年度まで

基幹相談支援センター業務委託事業

第 ５ 次 障 が い 者 計 画 策 定 事 業

市 民 税 ・ 県 民 税 賦 課 事 務 用
パ ソ コ ン レ ン タ ル 事 業

平成３１年度から
平成３２年度まで

新 庁 舎 建 設 事 業
平成３１年度から
平成３４年度まで

第 ４ 次 元 気 プ ラ ン ２ １ 策 定 事 業

６,５３７,５１８

市 民 税 ・ 県 民 税 賦 課 事 務
補 助 業 務 派 遣 委 託 事 業

１４８,５００

平成３１年度から
平成３２年度まで

２９７

２,００２

平成３１年度から
平成３２年度まで

１,５６３

平成３１年度から
平成３２年度まで

第 ８ 期 高 齢 者 総 合 プ ラ ン 策 定 事 業
平成３１年度から
平成３２年度まで

学 び の 森 緑 の 一 括 管 理 事 業
平成３１年度から
平成３３年度まで

８,９１０

平成３１年度から
平成４６年度まで

８８７

メ デ ィ カ ル メ ッ セ 出 展 事 業
平成３１年度から
平成３２年度まで

５０

市 営 住 宅 耐 震 補 強 事 業
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（単位：千円）

事 項 期 間 限 度 額

平成３１年度から
平成３５年度まで

２５８,５６３

平成３１年度から
平成３２年度まで

１,０００,０００

市 民 プ ー ル 用 地 取 得 事 業

金融機関の各務原市土地開発公社に対する
貸 付 金 の 債 務 保 証

ス ポ ー ツ 広 場 外 １ 用 地 取 得 事 業
平成３１年度から
平成３５年度まで

６１,８４９

中 学 校 受 変 電 設 備 整 備 事 業
平成３１年度から
平成３２年度まで

６５,５９１

平成３１年度から
平成３６年度まで

３,１７３

弓 道 場 整 備 事 業
平成３１年度から
平成３２年度まで

１０８,４５３

Ａ Ｅ Ｄ 更 新 事 業
（ 平 成 ３ ２ 年 度 更 新 分 ）
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第３表　地方債

起 債 の 目 的 限 度 額 利 率 償 還 の 方 法

千円 　 

 

　 

 

　 

 

年5.0％以内

起債の方法

保健衛生施設整備事業

保 育 所 整 備 事 業

福祉の里施設整備事業

学 習 等 供 用 施 設
整 備 事 業

７３,４００

街 区 公 園 整 備 事 業

道 路 橋 梁 事 業

産業振興施設整備事業

農 業 基 盤 整 備 事 業

ごみ処理施設整備事業

２,３００

３４,１００

９４,９００

４０,０００

３６５,１００

６２７,４００し尿処理施設整備事業

３１,３００

５,５００

６,９００

都 市 再 生 整 備 事 業 ４７,０００

 公的資金につ
いては、その融
資条件により、
銀行その他の場
合には借入先と
協定し、その条
件に従うものと
する。 
 ただし、市財
政の都合により
据置期間及び償
還期限を短縮し、
又は繰上償還若
しくは低利に借
り換えすること
ができる。 

普通貸借 

 

又は 

 

証券発行 

 ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる資金
について利
率の見直し
を行った後
においては、
当該見直し
後の利率。 
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起 債 の 目 的 限 度 額 利 率 償 還 の 方 法

千円

１,２００,０００

小 学 校 施 設 整 備 事 業 ２１２,３００

臨 時 財 政 対 策 債

文 化 会 館 整 備 事 業

中 学 校 施 設 整 備 事 業

２２８,４００

１５５,４００

体 育 施 設 整 備 事 業 １１２,４００

年5.0％以内

起債の方法

消 防 施 設 整 備 事 業 ９５,７００
 公的資金につ
いては、その融
資条件により、
銀行その他の場
合には借入先と
協定し、その条
件に従うものと
する。 
 ただし、市財
政の都合により
据置期間及び償
還期限を短縮し、
又は繰上償還若
しくは低利に借
り換えすること
ができる。 

普通貸借 

 

又は 

 

証券発行 

 ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる資金
について利
率の見直し
を行った後
においては、
当該見直し
後の利率。 
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議第２号 

平成３１年度各務原市国民健康保険事業特別会計予算 

 

平成３１年度各務原市の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めると

ころによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 15,156,134千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳

出予算」による。 

 （一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定

による一時借入金の借入の最高額は 250,000千円と定める。 

 

    平成３１年２月２５日提出 

 

                                                                

各務原市長    浅 野  健 司 



第１表　歳入歳出予算

     歳        入 (単位：千円)

金    額

1 国民健康保険料  ２，９２８，０３８

1 国民健康保険料  ２，９２８，０３８

2 使用料及び手数料  １，３００

1 手数料  １，３００

3 県支出金  １０，３１４，６９７

1 県補助金  １０，３１４，６９７

4 財産収入  １５０

1 財産運用収入  １５０

5 繰入金  １，０３３，５２５

1 他会計繰入金  １，０２３，５２５

2 基金繰入金  １０，０００

6 繰越金  ８５２，４２４

1 繰越金  ８５２，４２４

7 諸収入  ２６，０００

1 延滞金及び過料  ２，３００

2 預金利子  １００

3 雑入  ２３，６００

 １５，１５６，１３４

款 項

歳　　入　　合　　計

- 14 -国民健康保険事業特別会計 



     歳        出 (単位：千円)

金    額

1 総務費  ９２，８１１

1 総務管理費  ９２，８１１

2 保険給付費  １０，２１１，７３７

1 保険給付費  １０，２１１，７３７

3 国民健康保険事業費納付金  ４，４１９，１７５

1 国民健康保険事業費納付金  ４，４１９，１７５

4 保健事業費  ２１２，４１１

1 特定健康診査等事業費  ８１，０８９

2 保健事業費  １３１，３２２

5 諸支出金  １２０，０００

1 償還金  １２０，０００

6 予備費  １００，０００

1 予備費  １００，０００

 １５，１５６，１３４歳　　出　　合　　計
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議第３号 

平成３１年度各務原市介護保険事業特別会計予算 

 

平成３１年度各務原市の介護保険事業特別会計の予算は、次に定めるところ

による。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 10,921,682千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳

出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定

による一時借入金の借入の最高額は 100,000千円と定める。 

 

    平成３１年２月２５日提出 

 

                                                                

各務原市長    浅 野  健 司 



第１表　歳入歳出予算

     歳        入 (単位：千円)

金    額

1 保険料  ２，５３９，７４９

1 介護保険料  ２，５３９，７４９

3 使用料及び手数料  ２３０

2 手数料  ２３０

4 国庫支出金  ２，２５０，１５５

1 国庫負担金  １，８９１，６７４

2 国庫補助金  ３５８，４８１

5 支払基金交付金  ２，８５１，３１６

1 支払基金交付金  ２，８５１，３１６

6 県支出金  １，５２７，９７０

1 県負担金  １，５２７，９７０

7 財産収入  ２５６

1 財産運用収入  ２５６

9 繰入金  １，７４５，８３６

1 一般会計繰入金  １，５４５，８３６

2 基金繰入金  ２００，０００

10 繰越金  ２，６００

1 繰越金  ２，６００

12 諸収入  ３，５７０

1 延滞金、加算金及び過料  １８０

2 預金利子  ２００

4 雑入  ３，１９０

 １０，９２１，６８２

款 項

歳　　入　　合　　計
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     歳        出 (単位：千円)

金    額

1 総務費  １１９，６５３

1 総務管理費  １１９，６５３

2 保険給付費  １０，２７３，９５６

1 保険給付費  １０，２７３，９５６

3 地域支援事業費  ５２４，４７３

1 地域支援事業費  ５２４，４７３

5 諸支出金  ２，６００

1 償還金及び還付加算金  ２，６００

6 予備費  １，０００

1 予備費  １，０００

 １０，９２１，６８２歳　　出　　合　　計
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款 項

介護保険事業特別会計 
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議第４号 

平成３１年度各務原市後期高齢者医療事業特別会計予算 

 

平成３１年度各務原市の後期高齢者医療事業特別会計の予算は、次に定める

ところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 3,222,748千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳

出予算」による。 

 

    平成３１年２月２５日提出 

 

                                                                

各務原市長    浅 野  健 司 



第１表　歳入歳出予算

     歳        入 (単位：千円)

金    額

1 後期高齢者医療保険料  １，５０９，６２５

1 後期高齢者医療保険料  １，５０９，６２５

2 使用料及び手数料  １５０

1 手数料  １５０

3 繰入金  １，６２３，７８７

1 他会計繰入金  １，６２３，７８７

4 繰越金  ３１，５００

1 繰越金  ３１，５００

5 諸収入  ５７，６８６

1 延滞金、加算金及び過料  ３００

2 償還金及び還付加算金  ６１０

3 預金利子  １５０

4 受託事業収入  ５６，６１６

5 雑入  １０

 ３，２２２，７４８

款 項

歳　　入　　合　　計
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     歳        出 (単位：千円)

金    額

1 総務費  １４，６０２

1 総務管理費  １４，６０２

2 後期高齢者医療広域連合納  ３，１４５，６０３

付金

1 後期高齢者医療広域連合納  ３，１４５，６０３

付金

3 保健事業費  ６０，４３３

1 健康診査事業費  ６０，４３３

4 諸支出金  ２，１１０

1 償還金及び還付加算金  ２，１１０

 ３，２２２，７４８歳　　出　　合　　計
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款 項
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議第５号 

平成３１年度各務原市下水道事業特別会計予算 

 

平成３１年度各務原市の下水道事業特別会計の予算は、次に定めるところに

よる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 4,186,309千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳

出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務

を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債

務負担行為」による。 

 （地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことのできる地方債

の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地

方債」による。 

（一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入の最

高額は 100,000千円と定める。 

 

    平成３１年２月２５日提出 

 

                                                                

各務原市長    浅 野  健 司 

 



第１表　歳入歳出予算

     歳        入 (単位：千円)

金    額

1 分担金及び負担金  １１０，４９９

1 負担金  １１０，４９９

2 使用料及び手数料  １，３９８，１５８

1 使用料  １，３９８，１４４

2 手数料  １４

3 国庫支出金  ５８２，５７７

1 国庫補助金  ５８２，５７７

5 繰入金  ９４２，７７４

1 他会計繰入金  ９４２，７７４

6 繰越金  ３０，０００

1 繰越金  ３０，０００

7 諸収入  ３０１

1 延滞金．加算金及び過料  ３００

2 預金利子  １

8 市債  １，１２２，０００

1 市債  １，１２２，０００

 ４，１８６，３０９

款 項

歳　　入　　合　　計
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     歳        出 (単位：千円)

金    額

1 下水道費  ２，９５２，６５４

1 公共下水道費  ２，１５２，６７８

2 流域下水道費  ７９９，９７６

2 公債費  １，２３２，６５５

1 公債費  １，２３２，６５５

3 予備費  １，０００

1 予備費  １，０００

 ４，１８６，３０９歳　　出　　合　　計
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款 項

下水道事業特別会計 



第２表　債務負担行為

（単位：千円）

事 項 期 間 限 度 額

水 洗 便 所 等 改 造 資 金 の
融 資 に 係 る 利 子 補 給 金
（ 平 成 ３ １ 年 度 融 資 予 定 分 ）

平成３１年度から
平成３５年度まで

１２６
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第３表　地方債

起 債 の 目 的 限 度 額 利 率 償 還 の 方 法

千円 　 
 

７７,８００

３５,３００

起債の方法

公 共 下 水 道 事 業

年5.0％以内

１,００８,９００

公営企業会計適用事業

流 域 下 水 道 事 業

 公的資金につ
いては、その融
資条件により、
銀行その他の場
合には借入先と
協定し、その条
件に従うものと
する。 
 ただし、市財
政の都合により
据置期間及び償
還期限を短縮し、
又は繰上償還若
しくは低利に借
り換えすること
ができる。 

普通貸借 

 

又は 

 

証券発行 

 ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる資金
について利
率の見直し
を行った後
においては、
当該見直し
後の利率。 
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議第６号 

平成３１年度各務原市水道事業会計予算 

 

(総則) 

第１条 平成３１年度各務原市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

(業務の予定量) 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

(1) 給 水 戸 数 ６１，４００ 戸 

(2) 年間総給水量 １７，１８０，０００ ㎥ 

(3) 一日平均給水量 ４６，９４０ ㎥ 

(4) 主要な建設改良事業 

 改良事業費       １，０３１，３４６ 千円 

 

(収益的収入及び支出) 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

収         入 

第１款 水 道 事 業 収 益 ２，８２３，７９８ 千円 

第１項 営 業 収 益 ２，４５７，００２ 千円 

第２項 営 業 外 収 益  ３６６，７９４ 千円 

第３項 特 別 利 益 ２ 千円 

 

支         出 

第１款 水 道 事 業 費 用 ２，５７７，７７１ 千円 

第 1項 営 業 費 用 ２，４０２，４３５ 千円 

第２項 営 業 外 費 用 １６１，８３５ 千円 

第３項 特 別 損 失 ３，５０１ 千円 

第４項 予 備 費 １０，０００ 千円 

 

(資本的収入及び支出) 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１，２０１，１１６千円は、当年

度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額７９，３２２千円、過年度分損益勘定

留保資金１，１２１，７９４千円で補てんするものとする。） 

 

収         入 

第１款 資 本 的 収 入 １８６，９０１ 千円 

第１項 負 担 金 １８６，９００ 千円 

第２項 固定資産売却代金 １ 千円 
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支         出 

第１款 資 本 的 支 出 １，３８８，０１７ 千円 

第１項 建 設 改 良 費 １，０７６，８８２ 千円 

第２項 企 業 債 償 還 金 ３１１，１３５ 千円 

 

 (予定支出の各項の経費の金額の流用) 

第５条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定

める。 

(1) 営業費用と営業外費用との間 

 

(議会の議決を経なければ流用することのできない経費) 

第６条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これら以外の経費の金額

に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は、議会の議

決を経なければならない。 

(1) 職員給与費 ２６２，８５０ 千円 

(2) 交 際 費 ５０ 千円 

 

(たな卸資産購入限度額) 

第７条 たな卸資産の購入限度額は、３９，７００千円と定める。 

 

 平成３１年２月２５日提出 

 

 各務原市長  浅 野 健 司 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


